　学校事務職員のモチベーションの維持、向上のため、昇給がないとされた職員の給与改善を図るとともに、学校事務の共同実施の推進を図るなど、業務の処理誤りの防止や、教員の過重負担軽減と学校事務職員の業務負担軽減に向けた方策を講じることに関する項目
行政職給料表２級及び３級の最高号給に多数の職員が滞留していることについては認識しているが、現時点において給与上の措置を講ずることは困難。なお、様々な観点から職員のモチベーションを確保することは重要であると認識している。
　職員の任用にあたっては、地方公務員法に規定されている平等取扱の原則や情勢適応の原則、任用の根本基準である能力実証の原則に基づき、適切に行うこととしている。

　公立小中学校事務職員の総合的な人事制度については、学校事務を効率的に推進する観点から、「事務の共同実施」又は「学校間連携」等の実施に向けた検討を行うよう、市町村教育委員会に対する指導・助言事項に記載するとともに、全市域レベルで事務の共同実施や学校間連携を実施している市等へのヒアリングの実施や、本年度の新任副主査研修においても事務の共同実施に関する研修を新たに実施したところ。また、本年11月に「学校事務の共同実施事例報告会」を開催し、本年度より全市域レベルで取り組みを始めている枚方市に事例及び市教育委員会から見たメリット等の報告や、先に実施したヒアリング結果の報告を行ったところ。引き続き、学校事務の現状と執行方法のあり方について検証するとともに、市町村教育委員会に対する働きかけに工夫を凝らしていきたい。

　学校事務の共同実施については、学校運営体制・学校事務処理体制を充実させる観点から、平成11年度に学校事務の共同実施を行う実践協力モデル校が、平成13年度にきめ細かな学習指導や教育の情報化の支援等の事務部門の強化対応に対する国の定数措置が行われ、本府においても、これらの取り組みを行なう学校に対してこの加配措置を行ってきたところ。

　加えて、事務処理の共同化・集中化を図る必要性が一段と高まってきていることに鑑み、平成14年度から、必要に応じ複数校での兼務発令が行えるよう条件整備を行い、さらに、平成19年度には、兼務発令が行いやすいよう事務手続きを改善したところ。

　教員が子どもたちと向き合い、触れ合う時間の確保に向けて、平成20年１月に「教職員の業務負担軽減に関するプロジェクトチーム」を設置し、様々な角度から検討を行ってきた。

　平成24年度においては、大阪府教育委員会として検討すべき取り組み内容を「教職員の業務負担軽減に関する報告書」にとりまとめ、プロジェクトチームとしての調査・検討を終えたところ。

　今後、この報告書に示されている「今後の取組み」について、教育委員会の関係課が、課題解決に向けた検討を行うとともに、その進捗管理を行っていく。なお、具体的な取り組みを進めるにあたり、勤務労働条件に関わる事項について所要の協議を行っていきたい。
　時間外勤務手当について、勤務の実績に基づいた手当の支給を行うことに関する項目
時間外勤務手当については、適切な時間外命令に基づく時間外勤務に対して、適正な時間外勤務手当を支給しているところである。
就学援助事務の処理体制について、年度途中の減員による学校現場への負担増を回避するための方策を講じることに関する項目
要保護・準要保護の児童・生徒が多数在籍している学校に対して、国定数の範囲内で事務職員を複数配置しているところ。

今後とも、適正な定数管理に努め、適正な勤務労働条件の確保に向けて取り組んでいく。
しょうがいのある教職員の勤務条件改善に関する項目について、障がいのある事務職員に対する「合理的配慮」に関しては、障害者の雇用の促進等に関する法律の改正等を踏まえ、今後とも適切に対応していく。

なお、配置にあたっては、障がい状況に応じた施設整備の確認など、あらかじめ市町村教育委員会と十分協議し、行っていく。
　育児短時間勤務制度の学校事務職員の利用に関する項目について、学校事務職員の育児短時間勤務取得による代替措置については、必要に応じて市町村教育委員会と協議の上、実態を考慮して対応していく。
　学校事務の業務改善方策を通じた学校事務職員のスキルアップ、業務の処理誤りの防止、業務負担の軽減に関する項目について、制度改正については、随時通知等で周知してきたが、適切な事務執行のため、各種手引等についても、更新していく。

「認定事務の手引き」をはじめとする各種手引類については、給与支給事務の適正な執行のための一助となるよう総務事務システム上で示しているところ。

これまでも、給与制度等の変更内容を各種手引類に反映させるため、加筆・修正し、更新に努めてきている。

今後も、よりわかりやすい手引書となるよう工夫し、更新に努めたい。
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